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総 行 行 第 ８ ７ 号

平成１５年７月１７日

各都道府県知事 殿

総務省自治行政局長

地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知）

地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号。以下「改正法」とい

う ）は、平成１５年６月６日に成立し、同月１３日に公布されました。。

今回の地方自治法の一部改正は、地方公共団体の内部組織に関する規定を見直すと

ともに、公の施設の管理について指定管理者制度を導入し、その適正かつ効率的な運

営を図ることを目的としたものです。

指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に改正前の地方自治法（以下

旧法 という 第２４４条の２第３項の規定に基づき管理の委託を行っている公の「 」 。）

施設については、この法律の施行後３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改

正する必要があり、その際、公の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制

度を積極的に活用されるようお願いします。

また 指定管理者制度と地方独立行政法人制度との関係等については 地方独立行、 、「

政法人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の公布

について 通知 平成１５年７月１７日付け総行行第８６号 総行公第３９号 総財（ ）」（ 、 、

公第６１号、総財務第７１号、１５文科高第２７５号総務省自治行政局長・総務省自

治財政局長・文部科学省高等教育局長通知）を参照してください。

貴職におかれましては、下記事項に留意の上、地方公共団体の内部組織に関する規

定及び公の施設の指定管理者制度の適正な運用に十分配慮されるとともに、貴都道府

県内の市町村に対してもこの旨周知願います。

なお、施行に当たって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示し

します。

記

第１ 地方公共団体の内部組織に関する事項

１ 改正の趣旨及び留意点

(1) 今般の改正は、都道府県の自主組織権を尊重する観点から、都道府県の局部数



- 2 -

の法定制を廃止し、地方公共団体の長の権限に属する事務を分掌させるため、必

要な内部組織を自主的に設けることができることとし、この場合において、当該

地方公共団体の長の直近下位の内部組織の設置及びその分掌する事務について条

例で定めることとしたものであること （第１５８条第１項関係）。

(2) 地方公共団体の内部組織の編成に当たっては、その事務及び事業の運営が簡素

かつ効率的なものとなるよう十分配慮しなければならないものであること。すな

わち、組織の改編を行うに当たっては、社会経済情勢の変化に対応し、新たな行

政課題や住民の多様なニーズに即応した施策を総合的かつ機動的に展開できるよ

うな見直しを行うとともに、既存の組織についても従来のあり方にとらわれるこ

となく スクラップ・アンド・ビルドを徹底することとされたいこと 第１５８、 。（

条第２項関係）

２ 地方公共団体の内部組織のあり方に関する事項

第１５８条第１項の地方公共団体の長の直近下位の内部組織とは、地方公共団体

の長の権限に属する事務を分掌するために設けられる最上位の組織を意味するもの

であり、局又は部若しくはこれに準ずる組織の名称如何にかかわらず、条例で定め

ることが必要となるものであること （第１５８条第１項関係）。

３ 条例の制定又は改廃をした場合の届出に関する事項

(1) 上記２の条例を制定し又は改廃したときは、都道府県にあっては総務大臣に、

市町村にあっては都道府県知事に遅滞なく届け出るものとされたこと 第１５８。（

条第３項関係）

(2) 上記(1)により総務大臣又は都道府県知事に届け出なければならない事項は 当、

該条例の要旨のほか、総務省令で定めるものであるが、その内容は、新旧対照表

及び改正理由並びに当該地方公共団体の組織図（当該地方公共団体の長の直近下

位の内部組織を示すもの）を予定しているものであること。

第２ 公の施設の管理に関する事項

今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公

の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経

費の節減等を図ることを目的とするものであり、下記の点に留意の上、公の施設の

適正な管理に努められたいこと。

１ 指定管理者に関する事項

(1) 今般の改正により導入される指定管理者制度は、地方公共団体が指定する法人

その他の団体に公の施設の管理を行わせようとする制度であり、その対象は民間

事業者等が幅広く含まれるものであること （第２４４条の２第３項関係）。

(2) 地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、指定管理者に使用許可を行

わせることができるものであるが 使用料の強制徴収 第２３１条の３ 不服申、 （ ）、

立てに対する決定 第２４４条の４ 行政財産の目的外使用許可 第２３８条の（ ）、 （
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４第４項）等法令により地方公共団体の長のみが行うことができる権限について

は これらを指定管理者に行わせることはできないものであること 第２４４条、 。（

の２第３項関係）

(3) 指定に当たって議決すべき事項は、指定管理者に管理を行わせようとする公の

施設の名称 指定管理者となる団体の名称 指定の期間等であること 第２４４、 、 。（

条の２第６項関係）

２ 条例で規定すべき事項

（1）指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他

必要な事項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおり

であること （第２４４条の２第４項関係）。

「 」 、 。① 指定の手続 としては 申請の方法や選定基準等を定めるものであること

なお 指定の申請に当たっては 複数の申請者に事業計画書を提出させること、 、

とし 選定する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望、

ましいものであること。

ア 住民の平等利用が確保されること。

イ 事業計画書の内容が 施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の、

縮減が図られるものであること。

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力 人的能力を有している、

こと。

② 「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本

的な条件 休館日 開館時間 使用制限の要件等 のほか 管理を通じて取得（ 、 、 ） 、

した個人に関する情報の取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点から必要

不可欠である業務運営の基本的事項を定めるものであること。

③ 「業務の範囲」としては、指定管理者が行う管理の業務について、その具体

的範囲を規定するものであり 使用の許可まで含めるかどうかを含め 施設の、 、

。維持管理等の範囲を各施設の目的や態様等に応じて設定するものであること

(2) 旧法第２４４条の２第４項及び第５項と同様、指定管理者制度においても、利

用料金を当該指定管理者の収入として収受させることができることとし、当該利

用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところによ

り 指定管理者が定めるものとしていること 第２４４条の２第８項及び第９項、 。（

関係）

(3) 指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体と

指定管理者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結する

ことが適当であること。

３ 適正な管理の確保等に関する事項

(1) 「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の実績



- 4 -

や管理経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するために必要

な事項が記載されるものであること （第２４４条の２第７項関係）。

(2) 清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託すること

は差し支えないが、法律の規定に基づいて指定管理者を指定することとした今回

の制度の趣旨にかんがみれば、管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委託す

ることはできないものであること。

(3) 指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いについて

十分留意し 管理の基準 として必要な事項を定めるほか 個人情報保護条例に、「 」 、

おいて個人情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に

盛り込むことを規定する等、必要な措置を講ずべきものであること。また、指定

管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適

切に保護されるよう配慮されたいこと。

その際 地方公共団体における個人情報保護対策について 平成１５年６月１、「 」（

６日付け総行情第９１号総務省政策統括官通知)の内容を十分に踏まえて対応され

たいこと。

４ その他

道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限定さ

れる場合には、指定管理者制度を採ることができないものであること。

第３ 施行期日等

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行するものとすること （改正法附則第１条関係）。

２ 指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に旧法第２４４条の２第３

項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設については、この法律の施行後

３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正し、改正後の地方自治法第２４

４条の２の規定による指定等を行う必要があるものであること 改正法附則第２条。（

関係）


